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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第52期

第２四半期

連結累計期間

第53期

第２四半期

連結累計期間

第52期

第２四半期

連結会計期間

第53期

第２四半期

連結会計期間

第52期

会計期間
自　平成21年４月１日

至　平成21年９月30日

自　平成22年４月１日

至　平成22年９月30日

自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日

自　平成22年７月１日

至　平成22年９月30日

自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日

売上高 （千円） 5,853,5358,335,8423,227,2154,355,31813,099,581

経常利益 （千円） 133,121918,960195,390566,5881,024,038

四半期（当期）純利益 （千円） 90,701 659,075189,203436,714830,660

純資産額 （千円） － － 10,875,28811,864,15311,589,366

総資産額 （千円） － － 15,695,73418,424,90817,702,089

１株当たり純資産額 （円） － － 1,376.111,512.591,465.28

１株当たり四半期
（当期）純利益金額

（円） 11.66 84.76 24.33 56.16 106.83

潜在株式調整後
１株当たり四半期
（当期）純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 68.2 63.8 64.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 968,088643,922 － － 2,096,010

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △396,935△414,201 － － △611,820

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 18,196△157,763 － － △107,291

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） － － 3,483,7494,308,8234,251,708

従業員数 （人） － － 2,959 3,384 3,304

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 3,384

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　臨時従業員は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

　

(2)　提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 157

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　生産高(千円) 前年同四半期比(％)

日本 3,371,067 －

アジア 1,104,143 －

合計 4,475,210 －

(注) 上記金額は、販売価格で表示してあり、消費税等は含まれておりません。

　

(2)　受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
　受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

日本 3,095,333 － 1,589,229 －

アジア 1,124,103 － 397,501 －

合計 4,219,436 － 1,986,730 －

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3)　販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　販売高(千円) 前年同四半期比(％)

日本 3,175,859 －

アジア 1,179,459 －

合計 4,355,318 －

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等はありません。また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更

はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

この事項については該当ありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間における当社グループを取り巻く経済環境は、アジアを中心とした新興国

の経済成長に支えられ、企業収益が改善に向かうなど緩やかな回復基調にあるものの、急激な円高や株

安、原材料の供給不安など、依然として先行き不透明な状況のまま推移しております。

このような状況のなか、当社グループでは、国内外の省エネ、環境エコ関連メーカーをターゲットにし

た営業活動を積極的に展開し、ハイブリッドカー、電気自動車、エコキュートなどの省エネ・環境対応製

品向けに当社独自の開発製品を提案し、タイ・中国の生産拠点を核としたグローバル生産体制、製品供給

体制の充実を進め、競争力強化に取り組んでまいりました。

その結果、当第２四半期連結会計期間の連結売上高は前年同四半期比35.0％増の43億５千５百万円と

なりました。損益面におきましては、営業利益６億２千万円（前年同四半期比356.3％増）、経常利益５億

６千６百万円（前年同四半期比190.0％増）、四半期純利益４億３千６百万円（前年同四半期比130.8％

増）となりました。

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

①日本

売上高は37億１千１百万円、セグメント利益は５億９千７百万円となりました。

②アジア

売上高は22億１千９百万円、セグメント利益は１億５千５百万円となりました。

　

(2)　財政状態の分析

当社グループは、適切な流動性の維持、事業活動に必要な資金の確保、更に健全なバランスシートの維

持を財務方針としております。

当第２四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末比７億２千２百万円（4.1％）増加し、184

億２千４百万円となりました。流動資産は前連結会計年度末比７億４千万円（6.0％）増加の130億３千

４百万円、固定資産は前連結会計年度末比１千７百万円（0.3％）減少の53億９千万円となりました。

流動資産増加の主な要因は、受取手形及び売掛金の増加等であります。

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は前連結会計年度末比４億４千８百万円（7.3％）増加の65

億６千万円となりました。流動負債は前連結会計年度末比６千万円（1.3％）増加の47億５千７百万円、

固定負債は前連結会計年度末比３億８千７百万円（27.4％）増加の18億３百万円となっております。主

な要因は、流動負債の増加につきましては支払手形及び買掛金の増加によるものであり、固定負債の増加

につきましては長期借入金の借入によるものであります。

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末比２億７千４百万円（2.4％）増加

し、118億６千４百万円となりました。主な要因は、利益剰余金の増加であります。

利益剰余金は、四半期純利益による増加が剰余金の配当を上回ったことにより前連結会計年度末比４

億６千４百万円（6.3％）増加し、78億５千７百万円となりました。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の64.4％から63.8％となりました。

期末発行済株式総数に基づく１株当たり純資産額は、前連結会計年度末の1,465円28銭から1,512円59

銭となりました。
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(3)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物の四半期末残高は、43億８百万円となり、前年

同四半期比８億２千５百万円の増加となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は

次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、２千４百万円(前第２四半期連結会計期間に比べ５億円減少)となり

ました。これは主に、税金等調整前四半期純利益６億３千３百万円、減価償却費１億９千９百万円等の資

金の増加が売上債権の増加３億８千２百万円等の資金の減少を上回ったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、２億２千６百万円(前第２四半期連結会計期間に比べ９千１百万円増

加)となりました。これは主に、機械装置等の有形固定資産の取得による支出２億２千９百万円等による

ものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、２億７百万円(前第２四半期連結会計期間に比べ１億４千１百万円増

加)となりました。これは、長期借入による収入が長短借入金の返済による支出を上回ったことによるも

のであります。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は26,319千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,800,000

計 16,800,000

　

②　【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)

(平成22年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 7,779,865 7,779,865
大阪証券取引所
(ＪＡＳＤＡＱ市場)

完全議決権株式であり、権
利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式
単元株式数は100株であり
ます。

計 7,779,865 7,779,865 － －

(注) 大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)は、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場

とともに、新たに開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、同日以降の上場金融商品取引所

は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)であります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　この事項については該当ありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　この事項については該当ありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　この事項については該当ありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成22年７月１日～

平成22年９月30日
― 7,779,865 ― 2,144,612 ― 2,069,698
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ビービーエイチ　フオー　フイ
デリテイー　ロープライス　ス
トツク　フアンド
(常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行)

40 WATER STREET,　BOSTON MA 02109 
U.S.A
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号)

706 9.07

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 669 8.61

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 409 5.26

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 403 5.19

北資源株式会社 東京都練馬区旭町３丁目30番13号 394 5.07

株式会社埼玉りそな銀行
埼玉県さいたま市浦和区常盤
７丁目４番１号

347 4.47

竹田和平 愛知県名古屋市天白区 317 4.08

日星電気株式会社 静岡県浜松市西区大久保町1509番地 265 3.42

野村信託銀行株式会社
(投信口)

東京都千代田区大手町２丁目２番２号 214 2.76

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 212 2.74

計 ― 3,941 50.66

(注) １　当第２四半期会計期間において、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成22年７月５日付で関

東財務局長に提出された大量保有報告書の変更報告書により、平成22年６月28日現在で以下の株式を所有し

ている旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができて

おりません。

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

大量保有報告者 保有株式数 株式保有割合

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 212千株 2.74％

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 142千株 1.83％

三菱ＵＦＪ投信株式会社 10千株 0.14％

国際投信投資顧問株式会社 18千株 0.23％

三菱ＵＦＪアセット・マネジメント
(UK)

43千株 0.56％

　　 ２　当第２四半期会計期間において、スパークス・アセット・マネジメント株式会社から平成22年７月２日付で関東

財務局長に提出された大量保有報告書の変更報告書により、平成22年６月30日現在で以下の株式を所有して

いる旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができてお

りません。

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

大量保有報告者 保有株式数 株式保有割合

スパークス・アセット・マネジメント
株式会社

591千株 7.60％

３　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 509千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 384千株

野村信託銀行株式会社(投信口) 214千株
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

─
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式普通株式 4,600

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,765,000 77,650同上

単元未満株式 普通株式 10,265 ─ 同上

発行済株式総数 　 7,779,865 ─ ─

総株主の議決権 ─ 77,650 ─

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式97株が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 埼玉県さいたま市桜区
町谷２丁目７番18号

4,600 － 4,600 0.1
㈱芝浦電子

計 － 4,600 － 4,600 0.1

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

　最高(円) 1,3001,5371,4301,4021,3971,240

最低(円) 1,1611,1901,2301,2701,0601,050

(注)　株価は、大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるものであります。

なお、大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)は、同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場とともに、新たに開設され

た同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、平成22年10月12日付で大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)

に上場となっております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累

計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９

月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,721,940 4,695,417

受取手形及び売掛金 ※２
 4,703,784

※２
 4,232,334

商品及び製品 683,717 678,362

仕掛品 1,694,330 1,594,557

原材料及び貯蔵品 751,514 626,811

その他 481,290 468,664

貸倒引当金 △2,405 △2,401

流動資産合計 13,034,171 12,293,745

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,215,298 2,274,123

機械装置及び運搬具（純額） 1,297,605 1,305,071

その他（純額） 884,020 849,447

有形固定資産合計 ※１
 4,396,924

※１
 4,428,642

無形固定資産 282,796 268,805

投資その他の資産

投資有価証券 237,140 275,266

その他 514,011 475,796

貸倒引当金 △40,136 △40,168

投資その他の資産合計 711,015 710,895

固定資産合計 5,390,737 5,408,343

資産合計 18,424,908 17,702,089
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,383,560 2,270,235

短期借入金 891,914 1,155,231

未払法人税等 415,146 355,420

賞与引当金 269,075 231,312

役員賞与引当金 15,000 －

その他 782,542 684,427

流動負債合計 4,757,238 4,696,628

固定負債

長期借入金 1,183,079 881,629

退職給付引当金 482,615 423,737

役員退職慰労引当金 99,760 93,680

その他 38,062 17,046

固定負債合計 1,803,517 1,416,094

負債合計 6,560,755 6,112,722

純資産の部

株主資本

資本金 2,144,612 2,144,612

資本剰余金 2,069,698 2,069,698

利益剰余金 7,857,295 7,392,603

自己株式 △5,638 △5,402

株主資本合計 12,065,967 11,601,511

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 37,683 65,732

為替換算調整勘定 △342,960 △274,111

評価・換算差額等合計 △305,277 △208,379

少数株主持分 103,462 196,234

純資産合計 11,864,153 11,589,366

負債純資産合計 18,424,908 17,702,089
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 5,853,535 8,335,842

売上原価 4,850,839 6,136,587

売上総利益 1,002,695 2,199,254

販売費及び一般管理費

給料手当及び賞与 387,759 452,484

賞与引当金繰入額 60,326 70,342

役員賞与引当金繰入額 － 15,000

退職給付引当金繰入額 42,342 85,553

役員退職慰労引当金繰入額 6,579 6,080

その他 526,923 620,158

販売費及び一般管理費合計 1,023,932 1,249,619

営業利益又は営業損失（△） △21,236 949,635

営業外収益

受取利息 2,529 1,705

受取配当金 2,813 3,363

為替差益 56,856 －

受取手数料 4,988 5,372

受取保険金 － 2,478

助成金収入 90,419 －

その他 14,851 14,144

営業外収益合計 172,458 27,063

営業外費用

支払利息 15,999 12,545

為替差損 － 40,232

その他 2,100 4,960

営業外費用合計 18,099 57,738

経常利益 133,121 918,960

特別利益

固定資産売却益 47 －

貸倒引当金戻入額 2,218 142

賞与引当金戻入額 33,114 －

負ののれん発生益 － 68,106

特別利益合計 35,380 68,248

特別損失

固定資産処分損 3,641 3,291

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,193

特別損失合計 3,641 7,485

税金等調整前四半期純利益 164,861 979,723

法人税、住民税及び事業税 76,000 414,640

法人税等調整額 8,142 △102,214

法人税等合計 84,142 312,425

少数株主損益調整前四半期純利益 － 667,297

少数株主利益又は少数株主損失（△） △9,983 8,222

四半期純利益 90,701 659,075
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 3,227,215 4,355,318

売上原価 2,556,181 3,129,699

売上総利益 671,033 1,225,618

販売費及び一般管理費

給料手当及び賞与 191,303 191,225

賞与引当金繰入額 41,906 46,810

役員賞与引当金繰入額 － 7,500

退職給付引当金繰入額 37,194 45,852

役員退職慰労引当金繰入額 3,039 3,040

その他 261,614 310,742

販売費及び一般管理費合計 535,058 605,170

営業利益 135,974 620,447

営業外収益

受取利息 923 709

受取手数料 4,988 60

受取保険金 － 2,055

助成金収入 58,747 －

その他 6,843 5,946

営業外収益合計 71,502 8,770

営業外費用

支払利息 7,899 6,366

為替差損 2,847 53,380

その他 1,340 2,883

営業外費用合計 12,087 62,629

経常利益 195,390 566,588

特別利益

固定資産売却益 41 －

貸倒引当金戻入額 2,002 142

賞与引当金戻入額 33,114 －

負ののれん発生益 － 68,106

特別利益合計 35,158 68,248

特別損失

固定資産処分損 525 1,111

特別損失合計 525 1,111

税金等調整前四半期純利益 230,023 633,725

法人税、住民税及び事業税 52,383 179,899

法人税等調整額 △13,236 5,460

法人税等合計 39,147 185,359

少数株主損益調整前四半期純利益 － 448,365

少数株主利益 1,672 11,650

四半期純利益 189,203 436,714
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 164,861 979,723

減価償却費 409,709 377,942

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,198 23

賞与引当金の増減額（△は減少） △13,437 37,762

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － 15,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4,830 58,976

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4,420 6,080

受取利息及び受取配当金 △5,342 △5,068

支払利息 15,999 12,545

為替差損益（△は益） △52,121 10,883

固定資産処分損益（△は益） 3,593 3,291

負ののれん発生益 － △68,106

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,193

売上債権の増減額（△は増加） 339,408 △536,763

たな卸資産の増減額（△は増加） 516,272 △254,756

未収消費税等の増減額（△は増加） 109,489 62,517

その他の流動資産の増減額（△は増加） △3,528 △27,892

仕入債務の増減額（△は減少） △870,694 169,112

未払消費税等の増減額（△は減少） 19,837 3,787

その他の流動負債の増減額（△は減少） 83,552 121,496

その他 17,837 25,284

小計 719,987 996,035

利息及び配当金の受取額 5,366 5,205

利息の支払額 △16,003 △13,487

法人税等の支払額 △35,637 △349,222

法人税等の還付額 294,374 5,391

営業活動によるキャッシュ・フロー 968,088 643,922

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △130,971 △86,505

定期預金の払戻による収入 137,486 114,237

有形固定資産の取得による支出 △305,812 △393,440

有形固定資産の売却による収入 5 16,797

無形固定資産の取得による支出 △104,425 △32,441

関係会社株式の取得による支出 － △32,500

その他 6,780 △349

投資活動によるキャッシュ・フロー △396,935 △414,201

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 300,000 －

短期借入金の返済による支出 △16,660 △233,360

長期借入れによる収入 300,000 600,000

長期借入金の返済による支出 △371,650 △328,354

配当金の支払額 △192,792 △194,652

その他 △700 △1,396

財務活動によるキャッシュ・フロー 18,196 △157,763

現金及び現金同等物に係る換算差額 45,259 △14,843

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 634,609 57,114

現金及び現金同等物の期首残高 2,849,139 4,251,708

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,483,749

※
 4,308,823
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１　会計処理基準に関する事項の変更

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)

を適用しております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は、それぞれ244千円、税金等調整前四半

期純利益は4,438千円減少しております。

２　たな卸資産の評価方法の変更

　従来、原材料の評価方法は主として移動平均法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より、主と

して総平均法に変更しております。

　この変更は、統合システムの導入を機に、月次損益を早期に確定させ、損益管理をより強化することを目的

として行われたものです。

　なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。

３　「企業結合に関する会計基準」等の適用

　当第２四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成20年12月26

日)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)、「『研究開発費等に係

る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第23号　平成20年12月26日)、「事業分離等に関する会計基準」

(企業会計基準第7号　平成20年12月26日)、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号　平成20年12

月26日公表分)、「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針

第10号　平成20年12月26日)を適用しております。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一部を

改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主

損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一部を

改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主

損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

この事項については該当ありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

この事項については該当ありません。

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

この事項については該当ありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 10,286,252千円
　

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 10,071,753千円
　

※２ 当第２四半期連結会計期間において売上債権の流
動化を行っております。これに伴い、当第２四半期
連結会計期間末において売掛金を252,403千円流
動化しております。

※２ 当連結会計年度において売上債権の流動化を行っ
ております。これに伴い、当連結会計年度末におい
て売掛金を209,223千円流動化しております。

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

この事項については該当ありません。

　
第２四半期連結会計期間

この事項については該当ありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

※ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末
残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係（平成21年９月30日現在）

※ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末
残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係（平成22年９月30日現在）

現金及び預金 3,924,807千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △441,057千円

現金及び現金同等物 3,483,749千円
　

現金及び預金 4,721,940千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △413,116千円

現金及び現金同等物 4,308,823千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　

至　平成22年９月30日）

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類

当第２四半期

連結会計期間末

(株)

　普通株式 7,779,865

　

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類

当第２四半期

連結会計期間末

(株)

　普通株式 4,697

　

３　新株予約権等の四半期連結会計期間末残高

　　　この事項については該当ありません。

　

４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 194,38325.00平成22年３月31日平成22年６月30日

　

(2)　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　　　　この事項については該当ありません。

　

５　株主資本の著しい変動

　　　この事項については該当ありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計

期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

全セグメントの売上高の合計額及び営業利益の合計額に占めるセンサ電子部品部門の割合がいず

れも90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　

　
日本

(千円)

アジア

(千円)

計

(千円)

消去又は

全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 2,491,001736,2143,227,215 － 3,227,215

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

410,478 639,8391,050,318(1,050,318) －

計 2,901,4791,376,0534,277,533(1,050,318)3,227,215

営業利益 145,901 73,300 219,201(83,226)135,974

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　アジア………中国、タイ

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　

　
日本

(千円)

アジア

(千円)

計

(千円)

消去又は

全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 4,488,2701,365,2645,853,535 － 5,853,535

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

702,3511,281,2141,983,566(1,983,566) －

計 5,190,6222,646,4797,837,101(1,983,566)5,853,535

営業利益 61,047 111,892 172,940(194,177)△21,236

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　アジア………中国、タイ
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　

　 アジア 北アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,185,62513,687 216,699 380 1,416,393

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 3,227,215

Ⅲ　連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

36.8 0.4 6.7 0.0 43.9

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……………中国、タイ、韓国、インドネシア、マレーシア、台湾、シンガポール

(2) 北アメリカ………アメリカ

(3) ヨーロッパ………ドイツ、ポーランド、オーストリア、フランス、ルクセンブルク、スウェーデン、イギリス、

イタリア

(4) その他の地域……ニュージーランド

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域への売上高であります。

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　

　 アジア 北アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 2,126,76428,442 393,716 380 2,549,303

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 5,853,535

Ⅲ　連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

36.4 0.5 6.7 0.0 43.6

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……………中国、タイ、韓国、インドネシア、シンガポール、マレーシア、台湾

(2) 北アメリカ………アメリカ

(3) ヨーロッパ………ドイツ、ポーランド、スウェーデン、ルクセンブルク、オーストリア、フランス、イギリス、

イタリア

(4) その他の地域……ニュージーランド

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域への売上高であります。
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【セグメント情報】

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号  平成20年３月21日）を適用しております。

　
１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、代表取締役社

長が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

当社は、主にサーミスタを生産・販売しており、国内においては当社が、海外においてはアジア(主に中

国、タイ)を現地法人が、それぞれ担当しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取り扱

う製品について各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、

「アジア」の２つを報告セグメントとしております。各報告セグメントでは、サーミスタのほか、温・湿度

センサ及びその他の製品を生産・販売しております。

　
２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：千円）

　 日本 アジア 合計

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 6,167,029 2,168,812 8,335,842

  セグメント間の内部売上高又は振替高 1,097,040 1,872,579 2,969,620

計 7,264,070 4,041,392 11,305,462

セグメント利益 1,027,739 251,421 1,279,160

　
当第２四半期連結会計期間（自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：千円）

　 日本 アジア 合計

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 3,175,859 1,179,459 4,355,318

  セグメント間の内部売上高又は振替高 535,606 1,039,845 1,575,452

計 3,711,466 2,219,304 5,930,770

セグメント利益 597,044 155,458 752,503
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３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

当第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：千円）

利    益 金    額

報告セグメント計 1,279,160

セグメント間取引消去 △4,377

全社費用(注) △325,147

四半期連結損益計算書の営業利益 949,635

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

当第２四半期連結会計期間（自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：千円）

利    益 金    額

報告セグメント計 752,503

セグメント間取引消去 17,078

全社費用(注) △149,134

四半期連結損益計算書の営業利益 620,447

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

４  報告セグメントの変更等に関する事項

当第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

この事項については該当ありません。

　

５  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第２四半期連結会計期間（自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日）

この事項については該当ありません。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

この事項については該当ありません。

　

(ストック・オプション等関係)

この事項については該当ありません。
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(企業結合等関係)

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

共通支配下の取引等

子会社株式の追加取得

１. 結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称

及び取引の目的を含む取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

企業の名称　　㈱野田製作所

事業の内容　　センサ電子部品の製造

(2) 企業結合日

平成22年８月10日

(3) 企業結合の法的形式

少数株主との取引による株式取得

(4) 結合後企業の名称

変更はありません。

(5) 取引の目的を含む取引の概要

当社子会社である㈱野田製作所の少数株主より、所有株式売却の申し入れがあったため、当

社で取得することにいたしました。

　

２. 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成20年12月26日)及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　平成20年12

月26日)に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

　

３. 子会社株式の追加取得に関する事項

(1) 取得原価及びその内訳

現金及び預金による株式取得費用　　32,500千円

(2) 発生した負ののれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 負ののれんの金額

68,106千円

② 発生原因

当社が追加取得した子会社株式の取得原価が、当該追加取得に伴う少数株主持分の減少

額を下回ったことによるものであります。

③ 償却方法及び償却期間

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成20年12月26日)の適用により、

負ののれんが生じた四半期連結会計期間の利益として処理しております。
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(資産除去債務関係)

この事項については該当ありません。

　

(賃貸等不動産関係)

この事項については該当ありません。

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

　

　 1,512円59銭

　

　

　 1,465円28銭

　
(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　
当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 11,864,153 11,589,366

普通株式に係る純資産額（千円） 11,760,690 11,393,132

差額の主な内訳 　 　

　少数株主持分（千円） 103,462 196,234

普通株式の発行済株式数（株） 7,779,865 7,779,865

普通株式の自己株式数（株） 4,697 4,516

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

7,775,168 7,775,349
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２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 11円66銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －

　

１株当たり四半期純利益金額 84円76銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －

　
(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 ２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 90,701 659,075

普通株式に係る四半期純利益（千円） 90,701 659,075

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 7,775,504 7,775,251

　

第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 24円33銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

－円－銭
　

１株当たり四半期純利益金額 56円16銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

－円－銭
　

　 　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 ２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 189,203 436,714

普通株式に係る四半期純利益（千円） 189,203 436,714

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 7,775,493 7,775,201

　

(重要な後発事象)

この事項については該当ありません。

　

２ 【その他】

この事項については該当ありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月13日

株　式　会　社　芝　浦　電　子

取　締　役　会　　御　中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　谷　村　和　夫　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　石　田　勝　也　　印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社芝浦電子の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社芝浦電子及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月12日

株　式　会　社　芝　浦　電　子

取　締　役　会　　御　中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　谷　村　和　夫　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　石　田　勝　也　　印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社芝浦電子の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社芝浦電子及び連結子会社の平成22年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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